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シンクタンク（※1） ・・・・・・・・・・・ 地方自治体の政策立案において調査・研究を行い、当該問題を解決するための提言を行うことを目的に組織された機関・団体。

情報リテラシー（※2） ・・・・・・・・ 大量の情報の中から必要なものを収集し、分析・活用するための知識や技能のこと。

リスクとベネフィット（※3） ・・・「危険が生じる可能性」と「利益・恩恵」。

ＤＸ（※4） ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
正式名称：Digital Transformation

ビジネス環境の激しい変化に対応し、デジタル技術を活用して、顧客や社会のニーズを基に、製品やサービス、ビジネスモデルを変
革するとともに、業務、組織、プロセス、企業文化・風土を変革すること。

スマートシティ（※５） ・・・・・・・・・ ICT（情報通信技術）などの新技術やデータを活用し、多様な市民ニーズに対応したサービスの提供や都市機能を効率化・高度化す
ることにより、地域の課題を解決し、持続的な市民生活・都市活動を実現するまちのこと。

○熊本市消防団員の定員、任用、服務等に関する条例の一部改正について

主な議案の概要② （条例）

くまもと市議会だより ● 令和5年（2023年）6月 第46号 5くまもと市議会だより ● 令和5年（2023年）6月 第46号4

　消防団の機能別団員として新たに災害対応団員を設置するとともに、消防団
員の定年を定める等のため。
＜改正内容＞
１ 消防団に機能別団員として災害対応団員を設置する。
　※災害対応団員　災害発生時における活動等に従事する団員（１５年以上の
　　経験を有する消防団員退職者のうちから任命）
２ 消防団員の定年は、７０歳（団長及び副団長の職にある者については、７５歳）
　とする。
３ 消防団員の定員（４，８００人）について、次のとおり内訳を定める。
　(1) 基本団員　４，３００人
　(2) 機能別団員　５００人
４ その他規定の整備
＜施行日＞
　令和５年（２０２３年）４月１日

○熊本市放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する
　基準を定める条例の一部改正について
　児童福祉施設の設備及び運営に関する基準等の一部を改正する省令（令和４
年厚生労働省令第１５９号）の施行等による放課後児童健全育成事業の設備及
び運営に関する基準（平成２６年厚生労働省令第６３号。以下「省令」という。）の
一部改正に伴い、放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準を見
直すため。
＜改正内容＞
　本市の放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準については、
独自の基準以外は、省令に定める基準とする。
　※省令の主な改正内容
　(1) 利用者の安全の確保を図るため、放課後児童健全育成事業所における
　　  安全計画を策定すること。
　(2) 感染症や非常災害の発生時において利用者に対する支援の提供を継続
　　  的に実施する等のための業務継続計画を策定すること。
　(3) 事業を利用している児童の移動のために自動車を運行するときは、乗
　　 車及び降車の際に、点呼等の確実な方法により利用者の所在を確認しな
　　　ければならないこと。
＜施行日＞
　令和５年（２０２３年）４月１日

○特定の事務を取り扱う郵便局の指定について
　特定の事務を取り扱う郵便局を指定するため。
＜主な内容＞
１ 指定する郵便局の名称
　(1) 熊本中央郵便局
　(2) 熊本東郵便局
２ 取扱事務
　署名用電子証明書及び利用者証明用電子証明書（以下「電子証明書」と
　いう。）に係る次に掲げる事務
　・電子証明書の発行の申請の受付
　・電子証明書の発行の申請に係る利用者確認のための書類の受付
　・申請に係る電子証明書を記録した電磁的記録媒体の引渡し
　・電子証明書の失効を求める旨の申請の受付
　・失効を求める旨の申請に係る利用者確認のための書類の受付
３ 取扱期間
　自 令和５年（２０２３年）１０月１日
　至 令和６年（２０２４年）３月３１日

○熊本市国民健康保険条例の一部改正について
　国民健康保険法施行令の一部を改正する政令（令和５年政令第２４号）等
の施行に伴い、国民健康保険料の賦課限度額及び低所得者に係る保険料軽
減措置の内容を見直すとともに、国民健康保険における出産育児一時金の支
給額を改定する等のため。
＜改正内容＞
１ 保険料の後期高齢者支援金等賦課限度額の引上げ
　２０万円 → ２２万円
２ 保険料の減額対象となる世帯を判定するための所得の算定における被保険
　者等の数に乗ずべき金額の引上げ
　(1) ５割軽減 ２８万５千円 → ２９万円
　(2) ２割軽減 ５２万円 → ５３万５千円
３ 出産育児一時金の支給額の改定
　４０万８千円 → ４８万８千円
４ その他規定の整備
＜施行日＞
　改正内容１から３まで → 令和５年（２０２３年）４月１日
　改正内容４ → 令和６年（２０２４年）１月１日
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代表質問 第1回定例会において4会派が代表質問を行いました。質問内容は次のとおりです。
なお質問の詳細は、熊本市議会ホームページの会議録等をご覧ください。

倉重　　徹議員

※新型コロナウイルス感染症への取り組みとして、壇上にアクリル板を設置し、質問を行いました。

一般質問 第1回定例会の主な質問内容は次のとおりです。
なお質問の詳細は、熊本市議会ホームページの会議録等をご覧ください。

※新型コロナウイルス感染症への取り組みとして、壇上にアクリル板を設置し、質問を行いました。

こども医療費助成制度の拡充は、こどもを安心し
て産み育てられる環境整備の上で重要な施策で
ある。今議会に来年度からの実施
に必要な予算が計上されたが、
今回のこども医療費助成拡充の
概要と目的についてお尋ねする。

助成対象を外来・入院ともに高校３年生まで拡大し、さらに対象となる全
ての年齢で、保険調剤の自己負担をゼロとする。子育て世帯の経済的負
担の軽減を図ることで、子育てしやすいまちを実感いただけると考える。

こども医療費助成制度拡充の概要と目的

その他の質問項目
●熊本市自治基本条例の改正　●大西市政8年の検証と3期目の重点政策
●輸入物価高騰等に対する支援策
●政令市移行から10年、地域社会のあるべき姿　●交通政策

熊
本
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民

澤田　昌作議員

動物と共生する地域社会を作る一環としての
地域猫活動で、現在市から拠出頂いている飼
い主のいない猫の不妊去勢
手術の制度化と継続的支援を
お願いしたい。

令和５年度は地域猫を含む飼い主のいない猫の不妊去勢手術につ
いて、本市独自で継続して取り組む。地域猫活動は継続することが
重要で、今後も取り組みの成果も踏まえながら、活動への支援体制
も含めて検討していく。

地域猫への継続的な支援と制度化について

その他の質問項目
●大西市政 3期目の市政運営　●未来への投資としての少子化対策
●交通問題への対応

熊本地震後、生活再建の観点から、発災時に飼育
していたペット一代限りの入居条件の下
で整備された舞原第三団地16戸。
今後入居者を募集する場合にも、
ペット飼育可としてほしいが、
募集内容と運用ルールは。

当団地については、ペット飼育に関する運用ルールを定め、ペット飼育が
可能な住宅として取り扱っていくこととし、募集についても、ペットを飼
育している世帯など、ペットに理解がある世帯を対象に実施していく。

舞原第三団地をペット飼育可能な団地へ

その他の質問項目
●こどもの命・権利を守る組織・取り組み　●本市職員の採用
●森の都推進部の新設　●シンクタンク活用（熊本市都市政策研究所）
●フィルムコミッション及びふるさと納税
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藤永　　弘議員

建て替えた場合は約431億円、大規模改修は
約222億円と試算されているが、合併推進債約
111億円を使い建て替えた方が、
大規模改修よりも将来的な市民の
負担が少なくなる。今後の財政
見通しは。

令和４年度の財政の中期見通しでは、本庁舎建て替えのケース、大
規模改修のケース、いずれにおいても収支均衡または黒字、主要
財政指標については健全な水準を維持しながら推移していく見通
しとなっている。

市庁舎建て替え問題について

その他の質問項目
●人口減少社会対策　●公契約条例制定
●自主財源確保の取り組み　●個人所有の樹木等の倒木対策

市
民
連
合

西岡　誠也議員

津田征士郎議員

政令指定都市・熊本としての在り方や将来像、ま
た、今後、本市の果たすべき役割について市長の
考えは。

市民の多様な価値観を満足させることができる「上
質な生活都市」を実現するとともに、九州全体の発展
をけん引する役割を果たす。

本市の農水産業の発展につながる「持続
可能な農水産業」について、その実現に
向けた市長の見解を問う。

これまでの農水産業施策を検証し、現場の声
を受け止めながら、次世代につないでいける
「持続可能な農水産業」を実現していく。

質
問
1
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弁

質
問
2

答
弁

指定都市移行から10年と、これからの熊本市 持続可能な農水産業の実現に向けて熊
本
自
民

小佐井賀瑞宜議員

コロナ禍最大の課題である国民超過死亡数や情報リ
テラシー（※2）についてシンクタンクを活用し研究を進め
てはいかがか。

これまで蓄積してきた知見を活用し、データ戦略課を
はじめ、関係部局と一体となって政策立案につながる
研究に取り組む。

マスク着用に関しては医科学的にリス
クとベネフィット（※3）が存在するので公
平公正な情報提供の在り方を求める。

マスク着用の効果や健康面への影響など、正確な情報
を積極的に発信し、社会全体の理解が深まるよう啓発に
力を入れていく。

質
問
1

答
弁

質
問
2

答
弁

本市の都市政策研究所・シンクタンク（※1）の活用 マスクの使用に関する情報提供自
民
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福永　洋一議員

街路樹などの現状について、調査・検証を行い、
明確な方針のもとに予算化を図り、適正管理に
努めること。

街路樹や公園などの緑は、景観や安全性
などを考慮し、地域との関わりを深めなが
ら適正かつ持続可能な維持管理に努める。

賃金は、市職員に準じるとしながら低位で、非正規
の職員が半数以上の実態あり。実態を把握し、改善
すべき。

賃金などの支払いは事業者と労働者の私的な雇用
契約となるため把握は困難であるが、指定管理者
選定時などに労働福祉の状況を確認していく。

質
問
1

答
弁

質
問
2

答
弁

街路樹や公園の低木など樹木の適正な管理を 指定管理者制度における賃金の実態と対策市
民
連
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問
2

答
弁

那須　　円議員

大量の地下水を取水する半導体企業に
対し、量と質を保全するための地下水
保全協定を締結すべきでないか。

地下水保全の取り組みを着実に実施す
るとともに、協定締結の在り方について
も、県などに確認のうえ検討していく。

国は武力攻撃を前提とし自衛隊司令部の地下化を
進めている。市民の命を脅かす軍拡方針の中止を
求めるべき。

国において適切に判断されるものと考えているが、
市民生活に影響を与える事態が生じないよう、必要
に応じ国に対応を求めていく。

TSMC進出に伴い地下水保全協定の締結を 健軍自衛隊司令部の一部地下化は中止へ共
産
党

白河部貞志議員

高齢者や地域住民にとって非常に利便性が高い
AIデマンドタクシー「チョイソコくまもと天明」の
今後の展開は。

公共交通空白地域の解消や持続可能な公共交
通に向け、さまざまなニーズを探りながら本格
導入を目指し、他地域への展開につなげていく。

天明校区に新設される4階建ての施設一体
型義務教育学校における避難所機能強化
について現在の検討状況は。

垂直避難が可能な４階建ての校舎のほか、外
階段による避難経路の確保、体育館や武道
場の２階以上への配置などを検討している。

質
問
1

答
弁

質
問
2

答
弁

「チョイソコくまもと天明」を本格運用へ 施設一体型義務教育学校に避難所機能を無
所
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弁

田上　辰也議員

兵庫県明石市の条例は先進的な取り組みだと
考えるが、これまでの本市の取り組み状況と今
後の見通しは。

懇話会などのご意見を伺いながら検討を重ね
てきたところであり、条例制定について令和５
年度中の実現を目指し取り組んでいく。

ある施設では、税金が役員の高額報酬に浪
費され、職員は減らされ入居者へのサービ
スは悪化している。適正化の指導を。

定期監査の際に確認し、必要に応じて指導
している。今後も適正な運営と健全な経営
確保の指導を図っていく。

犯罪被害者等支援条例制定の必要性 社会福祉法人の運営の在り方に調査と指導を市
民
連
合

質
問
1

答
弁

質
問
2

答
弁

吉村　健治議員

内密出産ガイドラインについて、本市はどのよ
うに受け止めているのか。また、どのような課
題があるのか。

ガイドラインは大きな意義を有するが、母子へ
の支援の中で課題を把握して国などに共有
し、社会全体で支える仕組みの構築が必要。

崇城大学を中心とした、「地域ＤＸ推進に向けたＤＸ
ハブ間連携」の官民連携の実証実験に本市も参画し
ては。

官民連携によるICTなどの新技術を活用した地域課
題の解決やプラットフォームにおける事業の創出な
どによりスマートシティ（※５）の実現に向けて取り組む。

内密出産ガイドラインの課題 ＤＸ（※4）の取り組みに官民連携を市
民
連
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内密出産ガイドラインについて、本市はどのよ
うに受け止めているのか。また、どのような課

ガイドラインは大きな意義を有するが、母子へ
の支援の中で課題を把握して国などに共有
し、社会全体で支える仕組みの構築が必要。


